
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から順に負のパワーを有する第１レンズ群と、絞りを含み正のパワーを有する第
２レンズ群と、フォーカシング用レンズで、正のパワーを有する第３レンズ群とを有し、
　無限遠合焦時にワイド端からテレ端へ変倍する際には第１レンズ群および第２レンズ群
のみが移動し、
　第３レンズ群は正レンズ１枚により構成され、
　前記正レンズの少なくとも１面が、光軸から周辺に向かって正のパワーが大きくなるよ
うな非球面を有し、
　以下の条件（１） （２） を満たすことを特徴とする、３群ズームレンズ
、
　　　　 -0.85 < f2/f1 < -0.65 　・・・　（１）
　　　　 5.0 < f3/fw < 8.0 　・・・　（２）

　ただし、 fwはワイド端の焦点距離、
　　　　 f1は第１レンズ群の焦点距離、
　　　　 f2は第２レンズ群の焦点距離、
　　　　 f3は第３レンズ群の焦点距離

である。
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、 および（６）

　　　　 0.36 ≦  (R2+R1)/(R2-R1) ≦  0.42　・・・　（６）

、
　　　　 R1は、第３レンズ群の物体側の曲率半径、
　　　　 R2は、第３レンズ群の像側の曲率半径、



【請求項２】
　前記第１レンズ群が、物体側から順に、正レンズ、負のメニスカスレンズ、負レンズ、
正レンズから構成され、かつ以下の条件（３）を満たすことを特徴とする請求項１に記載
の３群ズームレンズ。
　　　　 0.37 < f1n/f1 < 0.60 　・・・　（３）
　ただし、 f1nは第１レンズ群の負レンズの合成焦点距離である。
【請求項３】
　前記第２レンズ群が、物体側から順に、正レンズ、正レンズと負レンズの接合レンズ、
正レンズで構成され、以下の条件（４）を満たすことを特徴とする請求項１または請求項
２に記載の３群ズームレンズ、
　　　　 0.35 < R/f2 < 0.55 　・・・　（４）
　ただし、 Rは接合レンズの最も像側の面の曲率半径である。
【請求項４】
　以下の条件（５）を満たすことを特徴とする、請求項１から請求項３のいずれかに記載
の３群ズームレンズ、
　　　　 D2(w) < D3(t) 　・・・　（５）
　ただし、 D2(w)はワイド端における第２レンズ群の最終面から像面までの距離、
　　　　 D3(t)はテレ端の最短距離合焦時の第３レンズ群の第１面から像面までの距離で
ある。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、３群ズームレンズに関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、各種カメラのズームレンズとして、３群ズームレンズが用いられている。例えば、
特開平 11-52246号や特開平 10-39214号には、第１レンズ群を負レンズ、負レンズ、正レン
ズで構成した３群ズームレンズが記載されている。このような構成を取ることにより、レ
ンズ径を小さくすることができるが、歪曲収差の補正が十分にできないという問題がある
。
【０００３】
また、特開平 10-293253号には第１レンズ群を正レンズ、負レンズ、負レンズ、正レンズ
で構成した３群ズームレンズが記載されている。この構成は、第１レンズ群の１枚目に正
レンズを設けることにより、上記の歪曲収差を補正するようにしている。このレンズにお
いては、第３レンズ群によりフォーカシングを行っているが、物体距離が近距離になると
、像面湾曲および倍率色収差を十分に補正することができなくなり、性能が劣化するとい
う問題がある。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、上記の問題を克服し、無限から近距離まで良好な性能を維持した、リアフォー
カスタイプの３群ズームレンズを提供することを目的としている。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
上記目的を達成するため、請求項１に記載の３群ズームレンズは、物体側から順に負のパ
ワーを有する第１レンズ群と、絞りを含み正のパワーを有する第２レンズ群と、フォーカ
シング用レンズで、正のパワーを有する第３レンズ群とを有し、無限遠合焦時にワイド端
からテレ端へ変倍する際には第１レンズ群および第２レンズ群のみが移動し、第３レンズ
群は正レンズ１枚により構成され、前記正レンズの少なくとも１面が、光軸から周辺に向
かって正のパワーが大きくなるような非球面を有することを特徴とする。
【０００６】
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　さらに請求項１に記載の３群ズームレンズは、以下の条件（１） （２）
を満たすことを特徴とする。
【０００７】
　　　　 -0.85 < f2/f1 < -0.65 　・・・　（１）
　　　　  5.0 < f3/fw < 8.0 　・・・　（２）

【０００８】

【０００９】

【００１０】

【００１１】

【００１２】

【００１３】

【００１４】

【００１５】

【００１６】

【００１７】

【００１８】

【００１９】

【００２０】

【００２１】
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、 および（６）

　　　　 0.36 ≦  (R2+R1)/(R2-R1) ≦  0.42　・・・　（６）

　上記各条件において、 fwはワイド端の焦点距離、
　　　　 f1は第１レンズ群の焦点距離、
　　　　 f2は第２レンズ群の焦点距離、
　　　　 f3は第３レンズ群の焦点距離、である。

　第３レンズ群を正レンズ１枚で構成することにより、フォーカシング用レンズである第
３レンズ群を軽量化させている。従って、フォーカシングレンズを高速で駆動することが
可能となり、合焦処理の高速化が可能となる。さらに、正レンズの少なくとも１面を、光
軸から周辺に向かって正の屈折力が大きくなる非球面とすることで、無限遠から近距離ま
で像面湾曲を良好に補正している。

　条件（１）を満たすことにより、３倍程度の変倍比を維持しつつ、ワイド端からテレ端
にレンズが移動する時でもＦナンバーの大きな変動を抑えることができる。

　また、条件（２）を満たすことにより、テレセントリック性を良好に保つことが可能と
なり、また、近距離における諸収差、特に倍率色収差を抑えて補正を容易にすることがで
きる。

　また、条件（６）を満たすことにより、像面湾曲やコマ収差の補正が可能になる。

　上記第１レンズ群は、物体側から順に、正レンズ、負のメニスカスレンズ、負レンズ、
正レンズから構成され、以下の条件（３）を満たすことが望ましい（請求項２）。

　　　　 0.37 < f1n/f1 < 0.60　・・・　（３）

　条件（３）において、 f1nは第１レンズ群の負レンズの合成焦点距離である。

　条件（３）を満たすことにより、テレセントリック性を良好に保つことを可能とすると
共に、歪曲収差の補正が容易になる。

　請求項２に記載の発明によれば、最も物体側に近い位置に正レンズを設けることにより
、効率よく歪曲収差を補正することが可能になる。

　上記第２レンズ群は、物体側から順に、正レンズ、正レンズと負レンズの接合レンズ、
正レンズから構成することができる。そして第２レンズ群は、以下の条件（４）を満たす
ことが望ましい（請求項３）。

　　　　 0.35 < R/f2 < 0.55　・・・　（４）

　条件（４）において、 Rは接合レンズの最も像側の面の曲率半径である。

　条件（４）を満たすことにより、歪曲収差の補正が可能となると共に、球面収差やコマ
収差の補正も可能となる。



【００２２】

【００２３】

【００２４】

【００２５】

【００２６】
【発明の実施の形態】
以下、この発明にかかる３群ズームレンズの実施形態を説明する。図１（Ａ）は本発明に
かかる３群ズームレンズのワイド端におけるレンズ配置を示す図である。図１（Ｂ）は、
本発明にかかる３群ズームレンズのテレ端におけるレンズ配置を示す図である。
【００２７】
３群ズームレンズは、図中左側となる物体側から順に、負のパワーを有する第１レンズ群
Ｇ１と、正のパワーを有する第２レンズ群Ｇ２と、正のパワーを有する第３レンズ群Ｇ３
とから構成される。
【００２８】
第１レンズ群Ｇ１は、物体側から順に、正レンズ、負のメニスカスレンズ、負レンズ、正
レンズから構成される。すなわち、第１レンズ群Ｇ１の第１レンズ（最も物体側のレンズ
）を正レンズとして、歪曲収差を十分補正できるようにしている。
【００２９】
第２レンズ群Ｇ２は、物体側から順に、正レンズ、正レンズと負レンズの接合レンズ、正
レンズから構成される。
第１レンズ群Ｇ１は焦点位置補正群であり、第２レンズ群Ｇ２は変倍群である。なお、図
１（Ａ）に示すワイド端から同図（Ｂ）に示すテレ端に至るレンズの移動経路を図中に矢
印で示す。
【００３０】
第３レンズ群Ｇ３はフォーカシング用のレンズ群であり、正のパワーを有する１枚のレン
ズで構成されている。本実施形態では、無限遠合焦時には、図１（Ａ）および（Ｂ）に示
すように、ズーミングのために第１群および第２群レンズが移動しても、第３群レンズは
位置を変えない。物体（被写体）が無限遠でない場合には、第３レンズ群は被写体距離お
よびズーム倍率に応じて、図１に示す位置よりも物体側に移動される。
【００３１】
ここで、３群ズームレンズは、以下の条件（１）および（２）を満たすよう構成されてい
る。
【００３２】
-0.85 < f2/f1 < -0.65 　・・・　（１）
 5.0　 < f3/fw <　 8.0　　・・・　（２）
ただし、 fwはワイド端の焦点距離、
f1は第１レンズ群の焦点距離、
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　さらに請求項４に記載の３群ズームレンズによれば、以下の条件（５）を満たすことが
望ましい。

　　　　  D2(w) < D3(t)　・・・　（５）

　条件（５）において、 D2(w)はワイド端における第２レンズ群の最終面から像面までの
距離、
　　　　 D3(t)はテレ端の最短距離での第３レンズ群の第１面から像面までの距離である
。

　上述したように本発明は、倍率色収差を効率よく補正することに重点を置き、第３レン
ズ群のパワーを抑えた（条件（１））構成にしている。このため、フォーカス時における
第３レンズ群の移動量は、比較的大きい。ここで条件（５）を満たすということは、テレ
端の最短距離に合焦している時の第３レンズ群を、ワイド端での無限遠合焦時の第２レン
ズ群の位置よりも物体側に位置するということであり、これにより、第３群レンズのパワ
ーを抑えつつも、ズームレンズ全体を小型化することができる。



f2は第２レンズ群の焦点距離、
f3は第３レンズ群の焦点距離、である。
【００３３】
第１レンズ群の焦点距離 f1と第２レンズ群の焦点距離 f2との比（ f2/f1）が条件（１）の
上限を越えると、３倍程度の変倍比を維持することが困難になる。比 f2/f1が条件（１）
の下限より小さくなると、第２レンズ群の移動量が大きくなり、ワイド端からテレ端にレ
ンズが移動するときＦナンバーの変動が大きくなる。
【００３４】
条件（２）は、第３レンズ群のパワーを規定している。第３レンズ群のパワーが小さく（
すなわち焦点距離 f3が大きく）、第３レンズ群Ｇ３の焦点距離 f3とワイド端のズームレン
ズの焦点距離 fwとの比（ f3/fw）が条件（２）の上限を越えるとテレセントリック性を良
好に保つことが困難になる。第３レンズ群のパワーが比較的強く、 f3/fwが条件（２）の
下限を下回ると、フォーカス時の第３レンズ群の移動量はより少なくてすむものの、近距
離における諸収差、特に倍率色収差を補正することがかなり難しくなる。
【００３５】
さらに、第１レンズ群は、以下の条件（３）を満たすことが望ましい。
0.37 < f1n/f1 < 0.60 　・・・　（３）
ただし、 f1nは第１レンズ群の負レンズの合成焦点距離である。
【００３６】
上記第１レンズ群において、第１レンズ群の負レンズの合成焦点距離 f1nと第１レンズ群
の焦点距離 f1の比 (f1n/f1)が条件（３）の上限を越えると、テレセントリック性を良好に
保つことが困難になる。一方、比 f1n/f1が条件（３）の下限を下回ると、歪曲収差を補正
することが難しくなる。
【００３７】
第２レンズ群は、以下の条件（４）を満たすことが望ましい。
0.35 < R/f2 < 0.55 　・・・　（４）
ただし、 Rは接合レンズの最も像側の面の曲率半径である。
【００３８】
上記第２レンズ群において、比 R/f2が条件（４）の上限を越えると、歪曲収差を補正する
ことが困難になる。一方、比 R/f2が条件（４）の下限を下回ると、球面収差やコマ収差を
補正することが難しくなる。
【００３９】
さらに、第３レンズ群Ｇ３は以下の条件（５）を満たすことが望ましい。
 D2(w) < D3(t) 　・・・　（５）
ただし、 D2(w)はワイド端における第２レンズ群の最終面から像面までの距離、
D3(t)はテレ端の最短距離での第３レンズ群の１面から像面までの距離である。
【００４０】
条件（５）を満たす構成とは、即ち、テレ端の最短距離に合焦している時の第３レンズ群
を、ワイド端での第２レンズ群の位置よりも物体側に移動可能とする構成であり、これに
より、良好な性能を維持しつつ、３群ズームレンズ全体を小型化することができる。
【００４１】
図１（Ａ）および（Ｂ）に示すように、ワイド端からテレ端までズームさせる場合には、
第１レンズ群Ｇ１と第２レンズ群Ｇ２との間隔が減少し、第２レンズ群Ｇ２と第３レンズ
群Ｇ３との間隔が増加するように、第１レンズ群Ｇ１および第２レンズ群Ｇ２が移動する
。第３レンズ群Ｇ３はフォーカシング用のレンズであり、無限遠合焦時にはその位置は固
定であるが、それ以外の場合には、図に示す位置より物体側（図中左側）に、被写体距離
およびズーム倍率におうじて移動する。すなわち、ズームレンズ全体としては、第２レン
ズ群Ｇ２により変倍を行い、第１レンズ群Ｇ１で変倍時の焦点位置移動を補正し、第３レ
ンズ群Ｇ３によりフォーカシングを行うことにより、物体に合焦した状態で焦点距離を変
化させることができる。なお、第１レンズ群Ｇ１と第２レンズ群Ｇ２との間に配置された
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絞りＳは、第２レンズ群Ｇ２と一体に移動する。
【００４２】
ここで、もしも第３レンズ群の移動範囲の、物体側の端部を、図１（Ａ）に示すワイド端
における第２レンズ群の位置に干渉しない位置に限定すると、ズームレンズが図１（Ｂ）
に示すテレ端の配置になったとき、同範囲内で第３レンズ群を移動させて最短距離の物体
に合焦させるためには、第３レンズ群に比較的強いパワーを持たせる必要がある。しかし
、３群ズームレンズにおいて、第３レンズ群のパワーを強くすると、前述のように、近距
離において像面湾曲および倍率色収差が大きくなり、十分に補正することができなくなる
。
【００４３】
本実施の形態においては、第３レンズ群の一つの面を、光軸から離れるにつれて屈折率が
大きくなる非球面として形成することにより、近距離においても像面湾曲を補正し、また
、第３レンズ群Ｇ３のパワーを比較的弱い値にすることにより、近距離においても倍率色
収差を抑えるようにしている。ただし、第３レンズ群のパワーを弱くした場合、フォーカ
シングのための第３レンズ群の移動範囲を広く取る必要がある。本実施形態においては、
テレ端における最短距離合焦時の第３レンズ群の位置を、ワイド端（図１（Ａ）参照）に
おける第２レンズ群Ｇ２の最終面（最も像面側の面）の位置よりも物体側に移動させるこ
とができるように構成している。従って、第３レンズ群のパワーを従来のものより弱くし
ているにもかかわらず、無限遠合焦時の第３レンズ群の位置は従来と同様にして、ズーム
レンズ全体の構成をコンパクトにすることができる。
【００４４】
　さらに、第３レンズ群に関して、以下の条件（６）、（７）を満たすことが好ましい。

　　　　 0.05 < Δ III(asp) < 0.12 　・・・　（７）
　ここで、 R1は、第３レンズ群の物体側の曲率半径、 R2は、第３レンズ群の像側の曲率半
径、Δ III(asp)は、無限遠でのテレ端における第３レンズ群の非球面の非点隔差の収差係
数（ただし、テレ端の焦点距離を１として正規化した値）である。
【００４５】
条件（６）において、下限を越えて物体側の曲率半径が大きくなると、近距離において像
面湾曲の補正不足が生じる。また、上限を越えて物体側の曲率半径が小さくなると、コマ
収差の補正が不十分になる。
また、条件（７）において、下限より小さくなると、近距離において、テレ端での像面湾
曲の補正不足が生じ、上限を越えると、近距離において、テレ端での像面湾曲が補正過剰
となる。
【００４６】
【実施例】
以下、具体的な実施例を３例を図および表を参照して説明する。なお、各実施例のレンズ
配置は図２と同一であるため、レンズ配置については図２を参照して１実施例についての
み説明し、他の実施例については、レンズ配置の説明は省略する。
【００４７】
【実施例１】
図２は、実施例１の３群ズームレンズ１００のレンズ配置を表す図である（実施例２、３
も同様の配置）。また、表１から表４は、実施例１の３群ズームレンズの具体的な数値構
成を表している。
【００４８】
３群ズームレンズ１００は、図２中左側となる物体側から順に、負のパワーを有する第１
レンズ群Ｇ１と、正のパワーを有する第２レンズ群Ｇ２と、正のパワーを有する第３レン
ズ群Ｇ３とから構成される。
【００４９】
第１レンズ群Ｇ１は、物体側から順に、正レンズＬ１、負のメニスカスレンズＬ２、負レ
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ンズＬ３、正レンズＬ４から構成される。第２レンズ群Ｇ２は、物体側から順に、正レン
ズＬ５、正レンズＬ６と負レンズＬ７の接合レンズ、正レンズＬ８から構成される。第３
レンズ群は、正のパワーを有する１枚のレンズＬ９で構成されている。絞りＳは第２レン
ズ群Ｇ２の第１面（すなわち、正レンズＬ５の物体側の面よりさらに物体側に配置され、
第２レンズ群Ｇ２と一体的に移動する。実施例１の３群ズームレンズ１００の詳細を表１
～４に示す。また、Ｌ１０は撮像素子のカバーガラスである。
【００５０】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【表２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【表３】
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【表４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００５１】
表１において、ＮＯは、物体側からの順序を表す面番号であり、ｒは曲率半径、ｄは面間
隔（レンズ厚もしくは空気間隔）、ｎはｄ線（５８８ｎｍ）での屈折率、νはアッベ数で
ある。なお、面１４および面１６は非球面として構成されており、これら非球面の、２次
元多項式における各係数は表２に示されている。なお、第２群レンズＧ２中のレンズＬ８
の物体側のレンズ面１４および、第３レンズ群Ｇ３（Ｌ９）の物体側の面１６の、表１に
おける値は、光軸上の曲率半径を示している。
【００５２】
ここで、面１４の非球面は、主としてコマおよび球面収差を補正するために形成されてい
る。一方、面１６の非球面は、無限遠から近距離まで像面湾曲を補正するために形成され
ているもので、光軸から離れるにつれて屈折力が大きくなる非球面となっている。
【００５３】
非球面は、光軸からの高さＹにおける接平面からのサグ量をＸ（Ｙ）として、以下の式、
数１にて表される。
【数１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００５４】
ここで、Ｃは軸上曲率１／ｒであり、Ｋは円錐係数、 A4、 A6、 A8、 A10、 A12は４次、６次
、８次、１０次、１２次の非球面係数である。第１実施例における面１４および面１６の
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非球面を表す各係数の値を表２に示す。
【００５５】
前述の通り、Ｄ８は面８と絞りとの空気間隔、Ｄ１５は面１５と面１６との空気間隔（第
２、第３レンズ群間の間隔に相当）、Ｄ１７は面１７と面１８との空気間隔（第３レンズ
群、カバーガラス間の間隔に相当）を表し、ワイド端・中間位置、テレ端におけるＤ８、
Ｄ１５、Ｄ１７の各値を表３（無限遠合焦時）および表４（近距離合焦時）に示した。
【００５６】
実施例１において、 f2/f1=-0.77、 f3/fw=5.53、 f1n/f1=0.41、 R/f2=0.42である。また、 D
2(w)=9.14、 D3(t)=11.40、 (R2+R1)/(R2-R1)=0.42、Δ III(asp)=0.09である。つまり実施
例１は条件（１）～（７）を満たしている。また、レンズがワイド端からテレ端に移動す
る時にもＦナンバーの大きな変動が抑えられている。
【００５７】
以上のように構成された３群ズームレンズ１００の諸収差を表す収差図を図３～８に示す
。
【００５８】
図３～５は、無限遠合焦時のワイド端、中間位置、テレ端における収差図で、それぞれ、
ｄ線（５８８ｎｍ）およびｇ線（４３６ｎｍ）における球面収差により表される色収差お
よび倍率色収差、非点収差（Ｓ：サジタル、Ｍ：メリディオナル）、歪曲収差を表す。
【００５９】
図６～８は、近距離合焦時のワイド端、中間位置、テレ端における収差図である。図３～
５と図６～８から、ワイド端、中間位置、テレ端のいずれにおいても、倍率色収差および
非点収差が良好に抑えられていることが分かる。
【００６０】
図９および図１０は、面１６に非球面を形成しない場合と形成した場合における、無限遠
合焦時および近距離合焦時の非点収差を示す図である。非球面を設けることにより、非点
収差・像面湾曲が、特に近距離合焦時に、著しく改善されていることが分かる。
【００６１】
【実施例２】
実施例２の３群ズームレンズの詳細を表５に示す。また図１１～図１６は、実施例２の３
群ズームレンズの諸収差を表す図である。
なお、実施例２においても、面１４および面１６が非球面として構成されており、これら
非球面の、２次元多項式における各係数は表６に示されている。
【００６２】
また、ワイド端・中間位置、テレ端におけるＤ８、Ｄ１５、Ｄ１７の各値を表７（無限遠
合焦時）および表８（近距離合焦時）に示した。
【００６３】
【表５】
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【表６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【表７】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【表８】
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【００６４】
実施例２において、 f2/f1=-0.72、 f3/fw=5.63、 f1n/f1=0.42、 R/f2=0.43である。また、 D
2(w)=8.86、 D3(t)=11.27、 (R2+R1)/(R2-R1)=0.36、Δ III(asp)=0.08である。
【００６５】
【実施例３】
実施例３の３群ズームレンズの詳細を表９に示す。また図１７～図２２は、実施例３の３
群ズームレンズの諸収差を表す図である。
なお、実施例３においても、面１４および面１６が非球面として構成されており、これら
非球面の、２次元多項式における各係数は表１０に示されている。
【００６６】
また、ワイド端・中間位置、テレ端におけるＤ８、Ｄ１５、Ｄ１７の各値を表１１（無限
遠合焦時）および表１２（近距離合焦時）に示した。
【００６７】
【表９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【表１０】
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【表１１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【表１２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００６８】
実施例３において、 f2/f1=-0.75、 f3/fw=6.80、 f1n/f1=0.40、 R/f2=0.45である。また、 D
2(w)=9.03、 D3(t)=12.42、 (R2+R1)/(R2-R1)=0.41、Δ III(asp)=0.06である。
【００６９】
　表１３は、上記の条件（１）～（７）について、各実施例の数値をまとめた表である。
【表１３】
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【００７０】
表１３に示すように、各実施例とも条件（１）～（７）を満たす構成となっている。そし
て、該構成による３群ズームレンズは、図３～２２に示されるように、ワイド端からテレ
端の間で、無限遠合焦時にも近距離合焦時にも良好な性能を有している。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明にかかる３群ズームレンズのレンズ配置を示す図で、（Ａ）はワイド端
に配置、（Ｂ）は、テレ端における配置を示す。
【図２】　本発明の実施形態のレンズ配置を示す図である。
【図３】　実施例１の構成の３群ズームレンズの、ワイド端位置、無限遠合焦時の諸収差
を表す収差図である。
【図４】　実施例１の構成の３群ズームレンズの、中間位置端、無限遠合焦時の諸収差を
表す収差図である。
【図５】　実施例１の構成の３群ズームレンズの、テレ端、無限遠合焦時の諸収差を表す
収差図である。
【図６】　実施例１の構成の３群ズームレンズの、ワイド端位置、近距離合焦時の諸収差
を表す収差図である。
【図７】　実施例１の構成の３群ズームレンズの、中間位置端、近距離合焦時の諸収差を
表す収差図である。
【図８】　実施例１の構成の３群ズームレンズの、テレ端、近距離合焦時の諸収差を表す
収差図である。
【図９】　非球面を有しない３群ズームレンズの、無限遠合焦時および近距離合焦時の非
点収差を示す図である。
【図１０】　非球面を有する３群ズームレンズの、無限遠合焦時および近距離合焦時の非
点収差を示す図である。
【図１１】　実施例２の構成の３群ズームレンズの、ワイド端位置、無限遠合焦時の諸収
差を表す収差図である。
【図１２】　実施例２の構成の３群ズームレンズの、中間位置端、無限遠合焦時の諸収差
を表す収差図である。
【図１３】　実施例２の構成の３群ズームレンズの、テレ端、無限遠合焦時の諸収差を表
す収差図である。
【図１４】　実施例２の構成の３群ズームレンズの、ワイド端位置、近距離合焦時の諸収
差を表す収差図である。
【図１５】　実施例２の構成の３群ズームレンズの、中間位置端、近距離合焦時の諸収差
を表す収差図である。
【図１６】　実施例２の構成の３群ズームレンズの、テレ端、近距離合焦時の諸収差を表
す収差図である。
【図１７】　実施例３の構成の３群ズームレンズの、ワイド端位置、無限遠合焦時の諸収
差を表す収差図である。
【図１８】　実施例３の構成の３群ズームレンズの、中間位置端、無限遠合焦時の諸収差
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を表す収差図である。
【図１９】　実施例３の構成の３群ズームレンズの、テレ端、無限遠合焦時の諸収差を表
す収差図である。
【図２０】　実施例３の構成の３群ズームレンズの、ワイド端位置、近距離合焦時の諸収
差を表す収差図である。
【図２１】　実施例３の構成の３群ズームレンズの、中間位置端、近距離合焦時の諸収差
を表す収差図である。
【図２２】　実施例３の構成の３群ズームレンズの、テレ端、近距離合焦時の諸収差を表
す収差図である。
【符号の説明】
１００　　　３群ズームレンズ
Ｇ１　　　第１レンズ群
Ｇ２　　　第２レンズ群
Ｇ３　　　第３レンズ群
Ｘ　　　光軸
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【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】
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【 図 １ ９ 】

【 図 ２ ０ 】

【 図 ２ １ 】

【 図 ２ ２ 】
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